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ロシア産原油等に係る上限価格措置（プライス・キャップ制度）のＱ＆Ａ 

 
令和５年２月６日改訂 

外務省 

財務省 

経済産業省 

金融庁 

国土交通省 

 

１．プライス・キャップ制度 

（問１－１）プライス・キャップ制度とはどのような措置ですか。 

（問１－２）プライス・キャップ制度は、日本の法制度ではどのように措置されるの

ですか。 

（問１－３）上限価格以下である場合も関連サービスの提供について、財務大臣や経

済産業大臣の許可は必要ですか。 

 
２．ロシア産原油等 

（問２－１）対象となる「ロシア産原油等」とは、具体的には何を指すのですか。 

（問２－２）取り扱っている原油に「ロシア産原油等」が含まれているか否かについ

て不明の場合には、どのように判断すれば良いのでしょうか。 

（問２－３）明らかにロシア産ではない原油等について、ロシア産でないことを示す

等の特別の対応が必要になりますか。 

 
３．規制対象となる取引または行為 

（問３－１）規制の対象となる取引又は行為には、どのようなものがありますか。 

（問３－２）ロシアから第三国への仲介貿易取引とは、どのような取引ですか。 

（問３－３）問１－２の③④及び⑤⑥の規制の対象となる取引又はサービスについて

具体的に教えてください。 

（問３－４）非居住者から居住者に対し行う取引又はサービスの提供は規制の対象と

ならないのですか。 

 
４．上限価格 

（問４－１）ロシア産原油等の上限価格は、どのように決まるのですか。 

（問４－２）ロシア産原油等の上限価格については、今後改定されるのでしょうか。 

（問４－３）ロシア産原油等の上限価格には、輸送費や保険料等の費用が含まれるの

ですか。 

目次 
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（問４－４）ロシア産原油等の上限価格は、どのような形式で公示されるのですか。

公示された当該上限価格の通貨と異なる通貨で取引を行う場合の換算の方法について

教えてください。 

（問４－５）ロシア産原油等の購入価格の確認については、どのように行えば良いの

でしょうか。当該確認が難しい場合には、どのように対応すれば良いのでしょうか。 

 
５．宣誓書 

（問５－１）取引の相手方から入手する宣誓書には、どのような記載が盛り込まれて

いる必要がありますか。 

（問５－２）取引の相手方から入手する宣誓書には、有効期間がありますか。 

（問５－３）ロシア産原油等の実際の決済価格については、一定期間の平均を取った

価格としているため、当該原油等の購入契約の時点では当該決済価格は決まっていな

いのですが、このような場合、どのように対応したら良いのでしょうか。 

（問５－４）取引の相手方から宣誓書を入手できない場合には、どのように対応すれ

ば良いのでしょうか。 

（問５－５）経済産業大臣の確認証やインボイス等を確認できない場合において、全

ての顧客から、宣誓書を入手する必要がありますか。 

（問５－６）顧客（例：保険会社）の顧客（例：船会社）が行う行為、取引又はサー

ビスの提供についても、ロシア産原油等の購入価格の確認を行う必要がありますか。 

 
６．確認義務 

（問６－１）外国為替及び外国貿易法第１７条に基づく銀行等の確認義務は、本措置

においても課されていますか。 

 
７．例外措置 

（問７－１）本措置には、例外はないのですか。 

（問７－２）サハリン２で生産された原油の輸送に係るサービスを提供するにあたっ

て、サハリン２で生産されたことをどのように確認すればいいですか。 

 
８．スケジュール 

（問８－１）本措置の適用は、いつからいつまで続きますか。 

（問８－２）本措置について、措置の猶予期間や経過措置は設けられるのでしょう

か。 

 
９．その他 

（問９－１）罰則はありますか。 
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（問９－２）他国の規制も課せられるのですか。 

（問９－３）ロシア産原油等を輸入する際の必要な手続について教えてください。 

（問９－４）本措置の問合せ先を教えてください。 

 

（問１－１）プライス・キャップ制度とはどのような措置ですか。 

答 令和４年９月にＧ７財務大臣間で大枠合意したプライス・キャップ制度は、一

定の価格を超えるロシア産原油等の海上輸送等に関連するサービスを禁止し、一

定の価格以下のロシア産原油等の海上輸送等に関連するサービスは禁止の対象

外とする措置です。世界的な石油の供給不安によるエネルギー価格の高騰が懸念

される中、ロシア産原油等を一定程度輸送できるようにすることで、世界的なエ

ネルギー価格の高騰を防ぎつつ、ロシアのエネルギー収入を減少させることを目

的としています。令和５年２月６日現在、本措置にはＧ７（ＥＵ含む）及びオー

ストラリア（以下「同志国」という。）が参加しています。 

なお、サハリン２プロジェクトで生産された原油については、本制度の適用対

象外としています。詳細は問７－１をご覧ください。 

 
 

（問１－２）プライス・キャップ制度は、日本の法制度ではどのように措置されるの

ですか。 

答  我が国においては、同志国の会合において決定される原油等の上限価格につい

て以下の①の告示で公示した上で、外国為替及び外国貿易法（昭和２４年法律第

２２８号）に基づく具体的な措置について以下の②から⑧までの告示を改正する

ことにより対応します。 

① ウクライナをめぐる現下の国際情勢に鑑み、ウクライナをめぐる問題の解

決を目指す国際平和のための国際的な努力に我が国として寄与するため、主要

国が講ずることとした措置の内容に沿って、我が国が講ずる輸入等に係る禁止

措置の対象となるロシア連邦を原産地とする原油及び石油製品の上限価格を定

める件（令和４年１２月外務省告示第４０４号） 

※ Ｇ７及び同志国によって決定されるロシア産原油等（海上輸送される

ものに限る。以下同じ。）の上限価格を公示 

② 輸入割当てを受けるべき貨物の品目、輸入の承認を受けるべき貨物の原産

地又は船積地域その他貨物の輸入について必要な事項の公表（昭和４１年４月

通商産業省告示第１７０号） 

※ ①の上限価格を超えるロシア産原油等の輸入を禁止（経済産業大臣の

承認制） 

１．プライス・キャップ制度 
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③ 外国為替及び外国貿易法第２１条第１項の規定に基づく財務大臣の許可を受

けなければならない資本取引を指定する件（平成１０年３月大蔵省告示第９９

号） 

※ ①の上限価格を超える原油等の購入等に関連して、本邦の居住者が非

居住者に対し行う資本取引の禁止（財務大臣の許可制）（具体的な規制対象

取引は問３－１をご覧ください。） 

④ 外国為替令第１５条第１項の規定により経済産業大臣が指定する外国為替及

び外国貿易法第２４条第１項の許可を要する特定資本取引（平成１５年経済産

業省告示第１９３号） 

※ ①の上限価格を超える原油等の購入に関連して、本邦の居住者が非居

住者に対し行う特定資本取引の禁止（経済産業大臣の許可制）（具体的な規

制対象取引は問３－１をご覧ください。） 

⑤ 外国為替令第１８条第３項の規定に基づき、財務大臣の許可を受けなければ

ならない役務取引等を指定する件（平成１０年３月大蔵省告示第１００号） 

※ ①の上限価格を超える原油等の購入に関連して、本邦の居住者が非居住

者に対し行うサービスの提供の禁止（財務大臣の許可制）（具体的な規制

対象サービスは問３－３をご覧ください。） 

⑥ 外国為替令第１８条第３項の経済産業大臣が指定する役務取引等を指定する

件（平成２２年経済産業省告示第９３号） 

※ ①の上限価格を超えるロシア産原油等に係る外国相互間の貨物の移動

を伴う貨物の売買、貸借又は贈与に関する取引を禁止（経済産業大臣の許

可制） 

⑦ 外国為替令第７条の規定に基づき、財務大臣が指定する取引又は行為を指定

する件（平成１０年３月大蔵省告示第９８号） 

※ ⑤で財務大臣の許可制に付された取引について、銀行等の確認義務の対

象から除外（詳細は問６－１をご覧下さい。） 

⑧ 外国為替令第七条の経済産業大臣が指定する取引又は行為（平成１２年通商

産業省告示第７７８号） 

※ ⑥で経済産業大臣の許可制に付された取引について、銀行等の確認義務

の対象から除外（詳細は問６－１をご覧下さい。） 

 

（問１－３）上限価格以下である場合も関連サービスの提供について、財務大臣や経

済産業大臣の許可は必要ですか。 

答  ロシア産原油等の上限価格以下での購入等やサハリン２プロジェクトで生産さ

れた原油の購入等に関連したサービスを提供する場合、購入価格が上限価格以下
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であることや、サハリン２プロジェクトで生産されたものであることをサービス

の提供者が自ら確認できれば、その提供に際して財務大臣の許可は必要ありませ

ん。 

他方、ロシア産の原油等を輸入する場合、購入価格が上限価格以下である、又

はサハリン２プロジェクトで生産されたものであっても、経済産業大臣の確認を

受ける必要がありますのでご留意ください。 

 

 

（問２－１）対象となる「ロシア産原油等」とは、具体的には何を指すのですか。 

答  「原油等」には原油（ＨＳコード 2709.00）と石油製品（ＨＳコード 27.10。

廃油を除く。以下同じ。）が含まれます（それぞれの適用日については問８－１

をご覧ください。）。なお、石油製品は、以下の別表のとおり、高価値品、低価値品に

区分されます。 

「ロシア産」については、積出地にかかわらず、ロシアを原産地とすることを

いいます。原産地の決定方法は、非特恵原産地規則に則り、４桁コードが最終的

に変更された場所を原産地と整理しています（例えば、ロシア産原油について、

韓国において石油製品に精製され、当該石油製品を日本に輸入する場合には、当

該石油製品の原産地は韓国となります。）。他方、単にロシア産原油を他の原産地

の原油と混和した場合には４桁コードは変更されませんので、問２－２の場合を除

いて、「ロシア産原油等」に含まれます。 

また、問１－２の③及び⑤の財務省告示、問１－２の④及び⑥の経済産業省告

示においては、「備考」欄において、②の告示を引用し、規制対象となる「原油等」に

サハリン２プロジェクトに係るものが含まれないことを規定しています。 

（別表）石油製品（ＨＳコード27.10） 

高価値品 関税定率法別表 第2710.12号、第2710.19号、第2710.20号

に該当するもののうち、揮発油（ナフサを除く）、灯油及

び軽油 

低価値品 高価値品に該当するもの以外 

 

 

（問２－２）取り扱っている原油に「ロシア産原油等」が含まれているか否かについ

て不明の場合には、どのように判断すれば良いのでしょうか。 

答 例えば保管用のタンクの底に残ってしまう少量の原油など、通常の注意義務

を尽くした上で、やむを得ずごく少量のロシア産原油等が混入する可能性がある

場合には、ロシア産原油等が含まれないと整理して差し支えありません。 

 

ロシア産原油等 
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（問２－３）明らかにロシア産ではない原油等について、ロシア産でないことを示す

等の特別の対応が必要になりますか。 

答 ロシア以外の原産国の原油等を輸入していることを知悉している者同士の取

引にあっては、そうした取引を継続している限りにおいては、当該原油等がロシ

ア産でないことに係る特段の証明は不要です。 

 

 

（問３－１）規制の対象となる取引又は行為には、どのようなものがありますか。 

答 本件の規制の対象となる取引又は行為は、以下のとおりです。 

・ 上限価格を超えるロシア産原油等の輸入及びロシアから第三国への仲介貿易

取引 

・ 上限価格を超えるロシア産原油等の購入等に関連して、本邦の居住者が非居

住者に対し行う取引又はサービスの提供（具体的な規制対象取引又はサービス

の提供の範囲は問３－３をご覧ください。） 

 

（問３－２）ロシアから第三国への仲介貿易取引とは、どのような取引ですか。 

答 仲介貿易取引とは、居住者と非居住者との間で行われる外国相互間の貨物の移

動を伴う貨物の売買、貸借又は贈与に関する取引をいいます。即ち、ロシアから

第三国（日本を除く。）へロシア産原油等の移動を行う場合において、当該ロシ

ア産原油等の売買、貸借又は贈与に関する取引について居住者が非居住者との間で

行うものがこれに該当します。一部の例外を除き、上限価格を超えるロシア産原

油等は規制の対象となりますので、ご留意ください。 

 

（問３－３）問１－２．の③④及び⑤⑥の規制の対象となる取引又はサービスについ

て具体的に教えてください。 

答 上限価格を超えるロシア産原油等の購入等に関連して、本邦の居住者が非居

住者に対し行う取引又はサービスの提供のうち、規制の対象となる分野は、「海運

サービス」、「通関サービス」、「金融サービス」及び「保険サービス」です。各サービ

スの具体的な内容については、以下のとおりです。 

（１）「海運サービス」 

海上運送法（昭和２４年法律第１８７号）第２条第１項に規定する海上運送事

業その他の海上において船舶により貨物を運送する業務、当該貨物の運送を委託

する業務又はこれらの業務を行う者を補助する業務 

（２）「通関サービス」 

規制対象となる取引又は行為 



7  

通関業法（昭和４２年法律第１２２号）第２条第１号に規定する業務又は外国

において行う当該業務に相当する業務 

（３）「金融サービス」 

いわゆる「与信業務」、即ち、金銭の貸付取引若しくは債務の保証取引又は銀行法

（昭和５６年法律第５９号）第１０条第２項第１号に規定する業務その他これに

類するもの（銀行以外の金融機関が行う同様の業務を含む。）のうち信用状を発行

する業務。なお、送金業務については、本制度の規制の対象外となります。（た

だし、外国為替及び外国貿易法第１７条に基づく銀行等の確認義務については、

問６－１をご覧ください。） 

（４）「保険サービス」 

保険業法（平成７年法律第１０５号）第２条第３０項に規定する損害保険業務

及び船主相互保険組合法（昭和２５年法律第１７７号）第２条第３項に規定する

損害保険事業に関する業務（船舶保険、外航貨物海上保険及び船主責任保険並び

にこれらの再保険に関する業務に限る。）（なお、火災保険や損害賠償責任保険な

ど該当しない保険については、本措置の規制の対象外となります。） 

 

（問３－４）非居住者から居住者に対し行う取引又はサービスの提供は規制の対象と

ならないのですか。 

答 非居住者から居住者に対し行う取引又はサービスの提供は規制の対象となり

ません。なお、居住者から居住者に対して行うものも同様に規制の対象となりま

せん。 
 

（問４－１）ロシア産原油等の上限価格は、どのように決まるのですか。 

答 ロシア産原油等の上限価格のうち、原油の上限価格については、令和４年 

１２月５日の原油に係る措置の適用に先立って、本措置に同調する同志国連合の

会合において同月３日（日本時間）に決定されました。また、石油製品の上限価

格については、原油の価格決定と同様のプロセスを経て、令和５年２月４日（日

本時間）に決定されました（石油製品に係る措置の適用日は同月６日）。 

 

（問４－２）ロシア産原油等の上限価格については、今後改定されるのでしょうか。 

答 ロシア産原油等の上限価格については、状況に応じて改定されることとされて

いますが、現時点において具体的な改定日等は未定です。 

 

（問４－３）ロシア産原油等の上限価格には、輸送費や保険料等の費用が含まれるの

ですか。 

上限価格 
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答 ロシア産原油等の上限価格には、当該原油等の輸送費や保険料等の中間費用は

含まれません。即ち、当該原油等の本体価格（購入価格）が公示されることとな

ります。当該原油等の購入契約についてＣＩＦ条件やＣＦＲ条件で締結する場合に

は、当該契約自体の変更を求めるものではありませんが、インボイス等において

上記中間費用を控除した金額を別途算出することが必要になります。 

 

（問４－４）ロシア産原油等の上限価格は、どのような形式で公示されるのですか。

公示された当該上限価格の通貨と異なる通貨で取引を行う場合の換算の方法につ

いて教えてください。 

答 ロシア産原油等の上限価格は、外務省告示において、「１バレル当たり●●米

ドル」という形式で公示されます。米ドル以外の通貨で取引を行う場合の価格の

換算の方法については、米国 Federal Reserve H.10 の換算レートを使用し、取

引価格が決定した日（通常は契約日）に先立つ３０日間の平均を用いることとさ

れています。 

 

（問４－５）ロシア産原油等の購入価格の確認については、どのように行えば良いの

でしょうか。当該確認が難しい場合には、どのように対応すれば良いのでしょう

か。 

答 本件措置に係る行為、取引又はサービスの提供を行うに当たっては、ロシア

産原油等の経済産業大臣の確認証、インボイス等で当該原油等の購入価格を確認

する必要があります（輸入者の場合には、ロシア産原油等のインボイス等を提示

して経済産業大臣の確認を受ける必要があります。）。また、荷主から当該購入価

格に関する情報を直接入手することが困難な者（例：船会社、保険会社、金融機関、

通関業者等）については、取引の相手方から宣誓書（Attestation）を入手する、

又は取引の相手方との契約において、制裁等に関する特別条項（例：保険会社が

制裁、法律若しくは規則における制裁、禁止又は制限を受けるおそれがある場合

には、いかなるときも、保険の引受け、保険金の支払又はその他の利益の提供を

行わない旨）を盛り込むことで当該購入価格に係る確認等を行ったものとみなし

ます。 

ただし、外為法の規制対象取引に当たらないケース、例えば、日本の保険会社

が居住者である顧客との現取引について、欧州から再保険の提供を受ける場合に

おいては、制裁等に関する特別条項のみでは、欧州等他国のプライス・キャップ

規制上の要求を満たさないことも考えられます。そういった場合は、別途、顧客

より経済産業大臣の確認証、宣誓書等を入手及び確認の上、欧州等再保険者の要

求に応じて、自らを当事者とする宣誓書を提出する必要があり得ますので留意く

ださい。 

なお、経済産業大臣の確認証、インボイス、宣誓書等は、原本である必要はな
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く、その写しや電磁的記録でも構いません。ただし、事後的に関係当局から提示

を求められる場合がありますので、これらの書類等については、同志国連合の合

意に従い、５年間の保管をお願いいたします。 

※  米国財務省ＯＦＡＣ（外国資産管理室）や英国ＯＦＳＩのガイダンスにおいて

は、ロシア産原油等のインボイス等を通じて当該原油等の購入価格を直接確認

することが可能な者（輸入者、荷主等）をTier1、当該インボイス等を通じて当

該購入価格の確認が可能な場合がある者（通関業者、金融機関等）をTier2、通

常は当該購入価格の確認が困難な者（船主、保険会社等）をTier3と区分しており、

Tier1については当該購入価格の確認が、Tier2 については通常の業務上可能な範

囲での当該購入価格の確認（それが現実的でない場合には、宣誓書の取得）が、

Tier3については宣誓書の取得又は取引契約に係る約款等への制裁等に関する

特別条項の記載が必要としています。我が国以外の他の同志国においても、本措

置の執行に当たっては、これらのガイダンスに準じた取扱いを行うこととしてい

ますので、詳細については以下のアドレスでご確認ください。 

（米国）https://home.treasury.gov/policy-issues/financial-

sanctions/recent-actions/20230203_33 

（英国）https://ofsi.blog.gov.uk/?s=price+cap 

 

 

（問５－１）取引の相手方から入手する宣誓書には、どのような記載が盛り込まれて

いる必要がありますか。 

答 取引の相手方から入手する宣誓書については、一例として、以下のような文

言とすることが同志国間で合意されています（異なる文言を使用することについ

て必ずしも妨げるものではありませんが、以下の情報が盛り込まれていることが

必要です）。 

【宣誓書サンプル文言】 

o [Party to the contract/service] confirms that for [the service being provided], [party to the 

contract/service] is in compliance with the Russian price cap framework and any other 

restrictions on oil of Russian Federation origin applicable to [party to the contract/service]. 

o [Party to the contract/service] attests that: 

▪ [Party to the contract/service] has received and retained price information 

demonstrating that the oil of Russian Federation origin is/was purchased at or below the 

cap; or 

▪ Where not practicable to request and receive such information, [party to the 

contract/service] has obtained an attestation that the oil of Russian Federation origin 

is/was purchased at or below the cap; or 

宣誓書 
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▪ [Party to the contract/service] has received an attestation that the purchase of oil is/was 

done pursuant to a license or a derogation. 

[Signature of the Customer] 
 
 
（問５－２）取引の相手方から入手する宣誓書には、有効期間がありますか。 

答 取引の相手方から入手する宣誓書については、個別の取引ごとに求められる

ものではなく、取引の契約期間に合わせる、一定の期間で更改するなど、業界

の慣行に適合する形で差し支えありません（その場合には、当該宣誓書が及ぶ

有効期間等、必要な文言の追加が必要となります。）。 

 

（問５－３）ロシア産原油等の実際の決済価格については、一定期間の平均を取った

価格としているため、当該原油等の購入契約の時点では当該決済価格は決まってい

ないのですが、このような場合、どのように対応したら良いのでしょうか。 

答 本措置は、ロシア産原油等の購入契約の時点で、当該原油等の購入価格が決

まっていることを前提としたものであるため、ご質問のようなケースでは、「当該

決済価格については、ロシア産原油等の上限価格を超えないこととする」旨の条

件等を付す必要があります。 

 

（問５－４）取引の相手方から宣誓書を入手できない場合には、どのように対応すれ

ば良いのでしょうか。 

答 経済産業大臣の確認証やインボイス等を確認できない場合において、取引の

相手方から宣誓書を入手できないときは、場合によっては外為法違反を問われる

こともあり得ます。ただし、取引の相手方との契約において、制裁等に関する特

別条項を記載している場合には、取引の相手方から宣誓書の提出が拒まれても、

外為法違反にはなりません。 

 

（問５－５）経済産業大臣の確認証やインボイス等を確認できない場合において、全

ての顧客から、宣誓書を入手する必要がありますか。 

答 通常ロシア産原油等を取り扱っていない顧客との取引（例：一般事業目的の

融資等）や顧客へのサービス（例：信用状の発行等）を提供する場合には、通常

行う確認等の範囲内で、当該顧客の将来の取引・行為にロシア産原油等に係る取

引・行為が含まれることが疑われないときは、宣誓書の提出を受ける必要はあり

ません。一方、そうした合理的な疑いがある場合には、外為法違反を避けるため、

宣誓書の提出を受けることを推奨いたします。 

 

（問５－６）顧客（例：保険会社）の顧客（例：船会社）が行う行為、取引又はサー 
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ビスの提供についても、ロシア産原油等の購入価格の確認を行う必要があります

か。 

答 例えば、再保険会社（サービスの提供者）は、直接の顧客（保険会社）との

間で行う行為、取引又はサービスの提供に関して、ロシア産原油等の購入価格に

ついて確認を行えばよく、上記例のような、顧客の顧客（船会社）が行う行為、

取引又はサービスの提供について、当該確認を行う必要はありません。 

 

 

（問６－１）外国為替及び外国貿易法第１７条に基づく銀行等の確認義務は、本措置

においても課されていますか。 

答  銀行等は、本措置により自身の業務に対する規制（問３－３参照）のほか、外

為法第１７条に基づき、顧客が行う支払等が外為法に係る規制の対象ではないこ

と等を確認する義務があります。ただし、本件措置においては、一定の価格を上

回る取引を確認しなければならないという特性を考慮し、当該確認義務の対象と

なる取引は、同条第２号に掲げる資本取引に係る支払等に限ります（輸入、役務

取引、特定資本取引及び仲介貿易取引（問１－２②④⑤⑥）に係る支払等につい

ては、同条に基づく確認義務の対象にはなりません。）。 
 

 

（問７－１）本措置には、例外はないのですか。 

答 サハリン２プロジェクトで生産された原油については、我が国のエネルギー

安全保障の観点から、本措置の規制の対象外となります。したがって、サハリン

２プロジェクトで生産された原油について、その輸入、仲介貿易取引、海運・通

関・金融・保険といったサービスの提供も引き続き可能です。また、サハリン２

プロジェクトからの原油の日本への輸入に関連するサービスの提供については、

同志国間で例外とすることで合意しており、当該購入の価格が上限価格を上回っ

ていても、再保険サービス等については、各国（注）の規制対象とはなりません。 

（注）米国・英国・ＥＵ 

 

※ ＥＵの理事会規則 833/2014 第 3m 条に規定する国別の例外に該当する取引につ

いても、個別の許可で対応できる場合がありますので、財務省国際局（問９－４

参照）にお問い合わせください。 

 

（問７－２）サハリン２で生産された原油の輸送に係るサービスを提供するにあたっ

て、サハリン２で生産されたことをどのように確認すればいいですか。 

答 サハリン２プロジェクトで生産された原油に対するサービスの提供であるこ

とを確認するためには、経済産業大臣の確認証や宣誓書等を入手してください。

銀行等の確認義務 

例外 
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その際に入手する経済産業大臣の確認証や宣誓書等は原本である必要はなく、写

しや電磁的記録で構いません。（輸入者は、サハリン２で生産された原油を輸入す

る際には、経済産業大臣の確認を受ける必要があります。） 

 

 

 

（問８－１）本措置の適用は、いつからいつまで続きますか。 

答 原油に係る措置は、令和４年１２月５日、石油製品については、令和５年２月

６日の各告示の官報による掲載以後に行われる取引又は行為（当該掲載より前に

締結された契約によるものを含む。）について適用されます（同日の午前０時に

遡及して適用されることはありません）。  

石油製品に係る措置は、令和５年２月６日以後に行われる取引又は行為（当該

掲載より前に締結された契約によるものを含む。）について適用されます。 

本措置の適用期限は特に設けられていませんが、本措置は対ロシア制裁の一環

であり、時限的なものと考えております。本措置が終了する際には、改めてお知

らせします。 

 
（問８－２）本措置について、措置の猶予期間や経過措置は設けられるのでしょうか。 

答 ロシア産原油は、本措置の適用時点（令和４年１２月５日の官報掲載時点）

において、①適用時点より前にロシア産原油の購入契約が締結され、②適用時

点前に船積みが行われ、③令和５年１月１９日より前に船卸しが行われたとい

う条件を全て満たすものについて規制の適用除外となります。 

石油製品については、本措置の適用時点（令和５年２月６日官報掲載時点）に

おいて、①適用時点より前にロシア産石油製品の購入契約が締結され、②適用時

点前に船積みが行われ、③同年４月１日より前に船卸しが行われるという条件を

全て満たすものについて規制の適用除外となります。 

これらの適用除外については、関連告示において明示しています。 

また、これらの適用除外の詳細については、米国財務省ＯＦＡＣのＦＡＱの関

連部分でも確認できます。以下のアドレスでご確認ください。 

（原油）https://home.treasury.gov/policy-issues/financial-
sanctions/faqs/1094 

（石油製品）https://home.treasury.gov/policy-
issues/financial-sanctions/faqs/1109 

 

 

 

 

 
 

スケジュール 
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（問９－１）罰則はありますか。 

答  外為法に基づく罰則があります（関連条文は以下のとおりです）。輸入の承認

に関する罰則：法第６９条の７ 

その他（資本取引、役務取引、銀行等の確認義務）に関する罰則：法第７０条 

 

（問９－２）他国の規制も課せられるのですか。 

答  これは、プライス・キャップに係る規制に限ったことではありませんが、米国

財務省ＯＦＡＣやＥＵ等の規制についても、抵触しないよう留意が必要です。 

 

（問９－３）ロシア産原油等を輸入する際の必要な手続について教えてください。 

答 ロシア産原油等を輸入する際には、輸入に先立ち、輸入する原油等がロシア原

産であること、上限価格を超えないこと又はサハリン２プロジェクトで生産され

たものであることについて、それを確認できる書類を添えて、経済産業省資源エ

ネルギー庁（問９－４参照）に確認申請書を提出していただく必要があります。 

 
（問９－４）本措置の問合せ先を教えてください。 

（１）本措置全般、財務省所管の外為法令等の解釈・制度の問合せ        

財務省国際局調査課外国為替室 03-3581-4111（内線 2866） 

（２）経済産業省所管の外為法令等の解釈・制度の問合せ            

経済産業省貿易管理部貿易管理課 03-3501-0538 

（３）輸入の制限・例外措置に関する問合せ 

①サハリン２プロジェクト「以外」で生産された原油等の輸入制限に関すること 

資源エネルギー庁資源・燃料部石油精製備蓄課 bzl-PC_oil@meti.go.jp 

②サハリン２プロジェクトで生産された原油の輸入措置に関すること 

資源エネルギー庁資源・燃料部石油・天然ガス課  

bzl-sakhalin2_PC_oil@meti.go.jp 

※問い合わせはメールにてお願いいたします。 

（４）「海運サービス」関連の問合せ 

国土交通省海事局外航課海運渉外室  03-5253-8620（直通） 

その他 
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（５）「通関サービス」関連の問合せ 

財務省関税局業務課通関業係  03-3581-4111（内線：5393） 

（６）「金融サービス」関連の問合せ 

金融庁監督局銀行第一課  03-3506-6000（内線：3323、2784） 

（７）「保険サービス」関連の問合せ 

金融庁監督局保険課 03-3506-6000（内線：3859、2354） 

 

（以上） 

 

 

 


